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平成３０年度【後期】技能検定の準備作業終了
　　平成３０年１１月２日（金）、港区芝公園の機械振興会館会議室において、平成３０年度後期技能検定「光学機器組み立て作業」の実技試験で使用する器材の点検が行われました。この日は、光学各社（オリンパス、キヤノン、トプコン、ニコン）より推薦された５名の技能検定委員の方々により、ガラス部品・備品・副資材等を中心に点検が行われました。

　今年度の東京都における「光学機器組立て作業の実技試験」は、１２月８日（土）、９日（日）、１５日（土）の３日間に実施され、１級２２人、２級１３人、合計３５人の方が受験する予定です。

　後期技能検定委員の任期は１年間で毎年１１月が交代月となります。
平成３０年度【後期】技能検定　首席・事務局会議開催
　　平成３０年１１月２６日（月）午前、文京区後楽　東京都立中央・城北職業能力開発センターにて、平成３０年度後期技能検定　首席技能検定員・事務局会議が開催されました。当協会からは、木下首席技能検定員及び事務局長が出席いたしました。
　会議では、冒頭委嘱状の交付が東京都職業能力開発協会より行われ、その後技能検定試験に関する様々な注意事項の説明が行われました。

同日の午後、港区芝公園の機械振興会館会議室において、水準調整会議が開催されました。技能検定関連各社（キヤノン㈱、㈱トプコン、オリンパス㈱、㈱ニコン）の事務局及び技能検定委員が参加しました。
　会議では、冒頭委嘱状の交付が木下首席技能検定委員により行われました。　　　１２月８日から実施される「光学機器組立て作業の実技試験」に関する様々な確認事項を点検し、打ち合わせを終了しました。
平成３０年度第３回ISO上層委員会報告会
　　平成３０年１０月３０日（火）午後、（一財）日本規格協会　国際標準化ユニット主催の平成２９年度ISO上層委員会報告会が港区の三田MTビルにて開催されました。テーマ及び講師は以下の通り。（敬称略）
◆第４１回ISO総会報告：

：経済産業省　産業技術環境局　国際標準課統括基準認証推進官

　　　　　　　　　高田　元樹
◆第７３回ISO／TMB（技術管理評議会）報告


：経済産業省　産業技術環境局基準認証経済連携室長

　　　　　　　　　　　　　松本満男（TMBメンバー）
◆第１０７回ISO理事会報告



：一般財団法人　日本規格協会　標準化支援ﾕﾆｯﾄ

ユニット長　若井博雄（ISO理事会及びDEVCO/CAGメンバー）

◆ＪＳＡからのお知らせ

：一般財団法人　日本規格協会　国際標準化ユニット　
　　　　　　　　　　首席専門職　鈴木　孝子

　　　　　　　下請取引適正化推進月間の実施について
　　　　　　　　　　　　　　　（２０１８０８２３中庁第１号）

平成３０年１０月１９日付で、当協会会長宛に、公正取引委員会事務総長及び中小企業庁長官「下請取引適正化推進月間の実施について」を受領いたしました。
以下は、その抜粋です。
　貴団体におかれましては、平素から、下請取引の適正化及び下請中小企業の振興に多大なるご尽力を頂き、感謝いたしております。
　公正取引委員会及び中小企業庁では、従来、下請取引の一層の適正化を推進するため、下請代金支払遅延等防止法（以下「下請法」といいます。）の効果的な運用等につとめているところであり、毎年１１月を「下請取引適正化推進月間」とし、この期間に下請法の普及・啓発に係る取組を集中的に行っております。
　本年度においても、別添実施方針に基づき、公正取引委員会事務総局経済取引局取引部企業取引課及び各地方事務所等並びに中小企業庁事業環境部取引課及び各経済産業局等において、それぞれ下請取引適正化推進講習会の実施等により、下請法の普及・啓発を行うことといたしました。下請事業者を含む事業者等への本事業の広報等について御協力方よろしくお願い申し上げます。

平成３０年台風第１９号、第20号、第21号の暴風雨等により影響を受

けている下請中小企業との取引に関する配慮について
　　　　　　　　　　　　　　　（２０１８０９１２中第１号）

平成３０年１０月１日付で、当協会会長宛に、経済産業大臣より「平成３０年台風第１９号、第20号、第21号の暴風雨等により影響を受けている下請中小企業との取引に関する配慮について」を受領いたしました。
以下は、その抜粋です。

　平成３０年８月から９月に発生した台風第19号、第20号及び第21号によって、近畿地方から中部地方にかけた広い範囲において交通インフラや建物・設備の損害が確認される等、当該台風の発生に伴う取引上の影響は、被災地域の親業者、下請業者と取引のある全国の親事業者、下請事業者に広がる可能性があります。

　過去の大規模地震発生時においても、下請事業者の責任によらない受領拒否、返品、支払遅延等に関する相談や、従来の取引先から発注が受けられなくなったといった相談が寄せられたところです。

　貴団体におかれましては、経営基盤の弱い中小企業者・小規模事業者に対するこれらの影響を最小限にするため、基団体所属の親事業者に対して、下記の事項について周知徹底を図るなど適切な措置を講じていただくよう要請します。





　　　記
１．親事業者においては、今回の台風の発生を理由として、下請事業者に一方的に負担を押しつけることがないよう、十分に留意すること

２．親事業者においては、今回の台風によって影響を受けた下請業者が、事業活動を維持し、又は今後再開される場合に、できる限り従来の取引関係を継続し、あるいは優先的に発注を行うよう配慮すること

平成３０年北海道胆振東部地震により影響を受けている下請中小企業

との取引に関する配慮について
　　　　　　　　　　　　　　　（２０１８０９１２中第１号）

平成３０年１０月１日付で、当協会会長宛に、経済産業大臣より「平成３０年胆振東部地震により影響を受けている下請中小企業との取引に関する配慮について」を受領いたしました。
以下は、その抜粋です。

　平成３０年９月６日に北海道胆振地方中東部で発生した地震によって、北海道地域において工場の操業停止や交通インフラの損害が確認される等、当該地震の発生に伴う取引上の影響は、北海道地域の親事業者、下請事業者と取引のある全国の親事業者、下請事業者に広がる可能性があります。

　過去の大規模地震発生時においても、下請事業者の責任によらない受領拒否、返品、支払遅延に関する相談や、従来の取引先から発注が受けられなくなったといった相談がよせられたところです。

　貴団体におかれましては、経営基盤の弱い中小企業者・小規模事業者に対するこれらの影響を最小限とするため、貴団体所属の親事業者に対して、下記の事項について周知徹底を図る等適切な措置を講じていただくよう要請いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１．親事業者においては、今回の地震の発生を理由として、下請事業者に一方的に負担を押し付けることがないよう、十分に留意すること
２．親事業者においては、今回の地震によって影響を受けた下請事業者が、事業活動を維持し、又は今後再開される場合に、できる限り従来の取引関係を継続し、あるいは優先的に発注を行うよう配慮する事

３．親事業者においては、今回の地震発生により北海道全域で生じている電力需給の状況を考慮し、節電の影響等によりあらかじめ定めた納期が遅れるなど、下請事業者との取引に影響が生じた場合には、下請事業者の不利益にならないよう十分に配慮すること
関連団体短信

（一社）日本オプトメカトロニクス協会セミナー案内


１．「光学実験入門」技術講座
開催日
：２０１９年２月１４日(木)　　１０：００～１７：２５
会場　
：機械振興会館　別館４F（東京都港区芝公園3-5-22）
プログラム／講師　斎藤　晴司氏
１．ピンホールカメラの実験
２．レンズの焦点距離の計測実験 
３．レンズによる結像実験
４．レンズの収差測定の実験
５．ルーペの実験
６．カメラレンズの実験
２．「図解による光学入門」技術講座
開催日

：２０１９年３月１４日(木)１０：００～１７：００
　　　　　　　　　　　　　　　１５日（金）９：００～１５：００
会場　

：機械振興会館別館４階　研修会（東京都港区芝公園3-5-22）
講師

：斉藤　晴司氏
プログラム
：


１．光の性質


２．レンズの働き


３．レンズの収差


４．像の評価


５．光学部品の機能


６．光学製品と自然光










以上

平成３０年９月生産・出荷統計
	
	生　　産
	受　入
	出　　荷
	月末在庫

	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	販　売
	その他
	数　量

	
	
	
	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	

	デジタル

カメラ
	246,859
(0.76)
	12,010
(0.81)
	358,845
(0.68)
	306,547
(0.81)
	14,826
(0.91)
	325,803
(0.65)
	261,490
(1.36)

	フィルム

カメラ
	7,352
(1.15)
	8,131
(1.16)
	4,852
(0.94)
	7,418
(1.00)
	8,743
(1.06)
	6,176
(1.22)
	8,523
(0.82)

	交換レンズ


	241,902
(0.95)
	13,621
(0.97)
	181,243
(0.93)
	401,088
(1.01)
	17,890
(1.05)
	52,551
(1.45)
	479,169
(0.97)

	光学・精密

測定機
	26,601
(1.05)
	6,996
 (1.05)
	-
	28,850
(1.09)
	7,346
(1.04)
	-
	26,822
(1.06)

	光分析機器


	14,670
(0.85)
	21,921
(1.07)
	-
	15,749
(0.84)
	24,327
(1.06)
	-
	7,539
(1.14)

	測量機


	 5,285
(1.08)
	856
(0.97)
	-
	14,005
(1.28)
	2,245
(1.08)
	-
	7,396
(1.78)

	合　計


	  -    


	63,535
(1.00)
	-
	-

	75,377
(1.02)
	-
	-



(　　　)内は、前年度比

注） 「受入」:調査期間中に工場または倉庫に次の事由により受入れられた製品の数量

（1） 他企業から購入したもの(輸入を含む)

（2） 同一企業内の他工場から受入れたもの

（3） 委託生産品及び委託加工品を委託先の工場から受入れたもの

（4） 返品(戻入れ)されたもの　
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